
事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

【事業費】

【事業実績・成果】

【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】
（左記評価の理由）

研修受講者数（延べ人数）

R03年度
目標値

R01年度
実績値

事業実績(活動指標）・成果（成果指標）

11

改革・改善
策等の具体
的内容

課題（問題点）

B　改善し継続

事業周知に関して、近隣の高校にチラシの配布・掲示をお願いする等、効率的・効果的な周知方法を検
討し実践するとともに、各種申請において、オンライン化を図り、来庁せずとも手続きができるといった参
加しやすい環境を整える。
また、コロナ禍でオンライン開催を余儀なくされている定期講座に、感染対策を実施した上で対面授業を
組み込み、継続した学習への動機付けを行うとともに、新規受講者が、提供するプログラムを理解しても
らいやすいような場にもなるよう事業提供会社と連携し内容の充実・改善を図る。

担当課の評価

参加者から高評価を得ているプログラムだが、本事業への認知度が高くないことから、申込件
数が少ない。また、コロナ禍での事業継続のため定期講座はオンライン開催となっている。

（成果の概要）

定期講座に関しては、コロナ禍でも事業実施ができるよう、オンラインを活用したプログラムへ
移行した。

参加者からは、「良い経験ができた」「自主的に様々な活動に参加し経験をつみたい」「経験を将来の目標へ近
づくために活かしたい」などの声をいただいており、自主性や問題意識の醸成につながる事業実施ができた。

第4次総合計画
の位置づけ

0

施策の展開方向政策名 基本施策名

本事業への認知度が高くないことから、周知方法を検討しなければならない。

15

H30
(決算額）

人 3

直近の改善点

(指標を設定できない理由）

1 グローバル化に対応する人づくり
①力を合わせて市民の笑顔
があふれるまちづくり

⑤多文化共生

NO

　　　事業費総額（千円）　 171 1,104

R03
(予算額）

1,895

R01
（決算額）

R02
(決算額）

757

000うち市負担分（千円）

　（事業の目的・趣旨）

フカキ夢・ひとづくりグローバル人材育成研修事業 政策推進課担当課名事業名

項目／年度

深喜人材育成基金条例に基づき、自分で考え行動を起こせる人材の育成を図るため、研修の参加者に対して
奨励を行うことにより、市政の発展向上に寄与されるであろう人材の育成を図る。

深喜人材育成基金条例に基づき、地域リーダー育成のため、中高校生を対象としたアントレプレナーシップ型
（社会をより良く変革していける人材の育成を目指すこと。）の人材育成研修の受講者に対して奨学資金を交付
する。受講者の決定については、公募に対して応募した者から選考する。

　（事業概要等）

備考

単位

深喜人材育成基金
関西国際空港利用促
進・PR事業支援金

R02年度
実績値

17

H30年度
実績値



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

【事業費】

【事業実績・成果】

【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】
（左記評価の理由）

44

人

単位

232

32

R02年度
実績値

142

2

H30年度
実績値

　（事業の目的・趣旨）

国際交流事業（国際交流事業補助金） 政策推進課担当課名事業名

項目／年度

本市における国際化・多文化共生の推進に向けて、在住外国人が生活する上で最も重要となる日本語の学習
環境を充実させるために、市内日本語教室に助成を行う。

市内在住・在勤の外国人など日本語の学習を求める者に対し、個人又は団体がボランティアで実施する日本語
教室教育事業に補助金を交付する。

　（事業概要等）

備考R01
（決算額）

R02
(決算額）

45

454545うち市負担分（千円）

2 多文化共生をめざすまちづくり
①力を合わせて市民の笑顔
があふれるまちづくり

⑤多文化共生

NO

　　　事業費総額（千円）　 43 45

R03
(予算額）

45

コロナ禍においてもニーズは常にあることからオンラインで授業を実施するなど
工夫を凝らして実施しているため日本語教室に対する補助事業を継続する。

2

H30
(決算額）

団体

44

2

日本語教室で学習した生徒数（実人数）

直近の改善点

232

(指標を設定できない理由）

日本語教室における担い手不足の解消に向けて、泉大津国際交流協会と連携した担い手の
育成事業を実施。
コロナ禍により、対面の授業が難しい場合は、オンラインにて授業を実施。

在住外国人が日本で生活する上で重要となる日本語を身近に学習する場を提供することができた。

第4次総合計画
の位置づけ

人

265

43

施策の展開方向政策名 基本施策名

改革・改善
策等の具体

的内容

課題（問題点）

A　現行どおり

63

担当課の評価

（成果の概要）

日本語教室で学習した生徒数（延べ人数）

補助金交付団体

R03年度
目標値

R01年度
実績値

事業実績(活動指標）・成果（成果指標）

2



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

【事業費】

【事業実績・成果】

【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】
（左記評価の理由）

広告掲載料（モニター、庁舎案内）

R03年度
目標値

R01年度
実績値

事業実績(活動指標）・成果（成果指標）

1,227

改革・改善
策等の具体

的内容

課題（問題点）

A　現行どおり担当課の評価

（成果の概要）

令和２年度ではモニター広告と併せたパンフレットの配架を充実したことや、テクスピア大阪施
設内のモニター設置、広告付き消毒液スタンドを設置することで、歳入の増を図った。

モニター、庁舎案内及び市内地図の表示板へ広告を掲載することで、掲載料を徴収することができた。また、市
民課窓口前に設置したモニターを番号案内表示機としても活用することで、市民サービスの向上につなげるとと
もに、同モニターで行政情報を流すなど、庁舎モニターの有効活用を図った。

第4次総合計画
の位置づけ

－

施策の展開方向政策名 基本施策名

令和２年度は新たなモニター設置や広告付き消毒液スタンドの設置等により、
歳入の増を図ることができた。引き続きモニター広告の取組みを継続し、歳入
確保に努める。

1,365

H30
(決算額）

千円 1,222

直近の改善点

(指標を設定できない理由）

2 歳入の確保
⑦健全な行財政と都市経営
に基づく市民サービス

①行財政運営

NO

　　　事業費総額（千円）　 － －

R03
(予算額）

－

R01
（決算額）

R02
(決算額）

－

－－－うち市負担分（千円）

　（事業の目的・趣旨）

広告事業 政策推進課担当課名事業名

項目／年度

民間企業等との協働により市の新たな財源を確保し、市民サービスの向上及び地域経済の活性化を図ることを
目的とする。

市庁舎内に広告モニター等を設置し、民間事業者の広告を放映することで、事業者から掲載料等を徴収する。
掲載する広告については、広告代理店と協定を締結し、広告代理店が広告主の募集から広告の掲載まで実施
している。

　（事業概要等）

備考

単位
R02年度
実績値

1,758

H30年度
実績値



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

【事業費】

【事業実績・成果】

【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】
（左記評価の理由）

業務量削減時間

R03年度
目標値

R01年度
実績値

事業実績(活動指標）・成果（成果指標）

46

改革・改善
策等の具体
的内容

課題（問題点）

B　改善し継続

職員への業務効率化推進の必要性を説明する機会を設ける。
行政手続きのオンライン化推進やオンライン化への障害となる押印の廃止、さらなるＲＰＡ活用
の拡大を図る。
行政手続きのオンライン化推進及び押印の廃止に向けて、条例制定や規則改正等を行い、周
辺環境を整える。

-

担当課の評価

業務の効率化推進の必要性について職員の理解が深まっていない。
また、市民サービスの向上、業務効率化の観点からも、行政手続きのオンライン化を推進する
必要があるが、押印の見直し等各種手続きのオンライン化に向けた周辺整備を整える必要が
ある。

（成果の概要）

入力業務の効率化を図るためにもより多くのＲＰＡを活用した業務改善を実施する必要がある
が、入力元となるデータが紙主体であり、ＲＰＡ化できる業務が限られている状況を改善するた
め、各種申請のオンライン化を図ることができるよう令和２年度にオンライン申請システムの導
入を実施した。

ＲＰＡを導入した２業務について、業務を効率化することができた。

第4次総合計画
の位置づけ

件

4,379

施策の展開方向政策名 基本施策名

業務の効率化推進の必要性について職員の理解が深まっていないため。
また、申請のオンライン化、業務へのＲＰＡ導入等、周辺環境の改善を含めて行
政のデジタル化を進めていく必要があるため。

99

H30
(決算額）

時間

30

0

オンライン申請手続き数

直近の改善点

(指標を設定できない理由）

3 行政改革の推進
⑦健全な行財政と都市経営
に基づく市民サービス

①行財政運営

NO

　　　事業費総額（千円）　 20,379 19,024

R03
(予算額）

7,385

R01
（決算額）

R02
(決算額）

4,180

7,38519,0244,180うち市負担分（千円）

　（事業の目的・趣旨）

業務改革推進事業 政策推進課担当課名事業名

項目／年度

少子高齢化の進展や人口減少、年齢別人口構成比の変化による行政経営環境の悪化や、社会構造の変化に
伴う新たな対応や大規模な自然災害等、自治体の担う役割が増大することが予想される本市において、これら
に対応するための業務改革を推進し、市民サービスの維持・向上を図ることを目的とする。

業務の棚卸しの結果に基づき、庁内における事務のＩＴ化、アウトソーシング、事業の統合・連携を実施し、業務
を効率化を図る。

　（事業概要等）

備考

導入

単位

-

R02年度
実績値

150

H30年度
実績値



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

【事業費】

【事業実績・成果】

【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】
（左記評価の理由）

事業化に結びついた件数/研修・視察を行った課題件数

R03年度
目標値

R01年度
実績値

事業実績(活動指標）・成果（成果指標）

２/４

改革・改善
策等の具体
的内容

課題（問題点）

B　改善し継続

大きな社会構造の転換期において、官民連携等の取り組みを進め、経済面・財政面での制約
がある中においても、これまでの市民サービスを維持しながらスピーディに社会課題を解決で
きるよう、秘書広報課に新たな施策を研究・検討する成長戦略担当を配置する。

担当課の評価

当該事業を活用して視察等を行う職員が一部の者に限られている。また、新型コロナウイルス
感染症の拡大により視察や外部有識者の招へい機会をとることが激減した。

（成果の概要）

地域創生に向けた政策研究や人材育成を進展させるための職員対象研修の充実。
外部有識者の知見をより活用するための非常勤嘱託職員（２名）採用。

外部有識者のアドバイスや人脈を活用し、民間企業と連携した行政サービスに関する実証実験を実施し、市民
サービスの向上及び業務の効率化に繋がる取組みを行うことができた。

第4次総合計画
の位置づけ

9,744

施策の展開方向政策名 基本施策名

本市が抱える課題と民間企業等が有する技術やノウハウを今まで以上にス
ピーディーに結びつけ、課題解決に向けた取り組みを進めていく必要があるた
め。

１/３

H30
(決算額）

件 １/３

直近の改善点

(指標を設定できない理由）

3 行政改革の推進
⑦健全な行財政と都市経営
に基づく市民サービス

①行財政運営

NO

　　　事業費総額（千円）　 9,744 7,664

R03
(予算額）

-

R01
（決算額）

R02
(決算額）

8,591

-7,6648,591うち市負担分（千円）

　（事業の目的・趣旨）

元気な泉大津づくり政策研究事業 政策推進課担当課名事業名

項目／年度

人口減少、少子高齢化、グローバル化、IT化など社会環境が大きく変化するなか、これらに対応し、市民サービ
スを維持・向上させることを目的とする。

職員が他の自治体や民間企業等に赴き情報収集し、そこで得た情報をもとに外部有識者の知見も活用し新た
な施策展開を模索する。加えて、本市職員の人材育成のあり方や地域で活躍する人材の育成のあり方を外部
有識者の知見も活用し検討する。

　（事業概要等）

備考

単位

令和３年度～
秘書広報課に移
管

R02年度
実績値

２／４

H30年度
実績値



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

【事業費】

【事業実績・成果】

【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】
（左記評価の理由）

単位
R02年度
実績値

40/202

H30年度
実績値

　（事業の目的・趣旨）

行政評価事業 政策推進課担当課名事業名

項目／年度

　市が行う施策や事業によって「市民にとってどのような成果を得られたのか」、「事業本来の目的をどれだけ達成できたか」という視点か
ら施策及び事業の評価・検証を行うことにより、限られた財源を有効に活用し、効率的で質の高い行政サービスを実現させることを目的
とする。
　事務事業評価においては、①事務事業の現状認識と職員の意識改革②成果志向による行政運営③マネジメントサイクルの確立④ア
カウンタビリティ（説明責任）の向上⑤第三者からの意見・評価を通じた行政サービスの質の向上を目的とする。

令和元年度に実施した事務事業について、担当課長が事務事業評価シートにより自己評価を実施し、市ホームページ上で公表した。
　また、有識者及び公募市民によって構成される泉大津市事務事業評価委員会を開催し、令和元年度に実施した「泉大津市まち・ひと・
しごと創生総合戦略」に係る地方創生交付金を活用した1事業のＫＰＩ（重要業績評価指標）等の検証を行った。

　（事業概要等）

備考
R01

（決算額）
R02

(決算額）

38

1193738うち市負担分（千円）

4 総合計画に基づく行財政運営
⑦健全な行財政と都市経営
に基づく市民サービス

①行財政運営

NO

　　　事業費総額（千円）　 517 37

R03
(予算額）

119

行政評価自体の事務の効率化を図る必要があるため。

23/203

H30
(決算額）

事業 20/208

直近の改善点

(指標を設定できない理由）

業務効率化の視点を事務事業評価シート内に導入する等評価シートの見直しを実施

　事務事業評価においては、203事業の評価を行い、事業の現状認識ができ、各事業について成果指向の視
点でチェックすることができた。
　また、泉大津市事務事業評価委員会においては、地方創生交付金を活用した1事業に関して、第三者の視点
及び専門的な見地からの評価を受けることで、今後の事業展開の方向性を確認することができた。

第4次総合計画
の位置づけ

517

施策の展開方向政策名 基本施策名

改革・改善
策等の具体

的内容

課題（問題点）

B　改善し継続

成果志向の事業実施を図るために継続して実施するが、各部局の負担が大きくならないよう
に評価シートの簡素化を図るとともに、新型コロナウイルス感染症による大きな社会変化への
対応に向けた事業の改革・改善の契機となるよう勧める。

担当課の評価

行政評価自体の事務の効率化

（成果の概要）

1次評価における要改善、縮小、休止・廃止評価数 / 事務事業評価数

R03年度
目標値

R01年度
実績値

事業実績(活動指標）・成果（成果指標）

43/293



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

【事業費】

【事業実績・成果】

【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】
（左記評価の理由）

1

単位

0

R02年度
実績値

0

H30年度
実績値

　（事業の目的・趣旨）

庁内ラン整備事業 政策推進課担当課名事業名

項目／年度

本庁、出先機関のネットワーク化により、行政事務の簡素化、情報の共有化、ペーパーレス化等を図る。

庁内向け事務支援システムとして、グループウェア、電子メール、インターネット環境、財務会計システム等の維
持管理

　（事業概要等）

備考R01
（決算額）

R02
(決算額）

44,834

42,42741,03141,468うち市負担分（千円）

① 市民サービスの向上
⑦健全な行財政と都市経営
に基づく市民サービス

④市民サービス

NO

　　　事業費総額（千円）　 44,685 44,661

R03
(予算額）

46,174

効率的な事務処理において庁内LAN整備は必須であると考える。
また、新型コロナウイルス感染症対策として、テレワークやWeb会議を実施しや
すい環境の整備に取り組む必要がある。

0

H30
(決算額）

件

0

0

計画外停止件数

直近の改善点

(指標を設定できない理由）

庁内ランの利便性を高めるとともに、事務改善施策等に必要なインフラ整備を目的として、本庁
舎内の庁内ランを無線化した。各種セキュリティツールを導入する事でセキュリティを高めてい
る。あわせて、セキュリティに関する職員の意識向上のため、研修を実施している。

十分なセキュリティを確保したうえで、庁内ランと各業務支援システムの安定稼働を図れた。

第4次総合計画
の位置づけ

件

41,931

施策の展開方向政策名 基本施策名

改革・改善
策等の具体
的内容

課題（問題点）

B　改善し継続

セキュリティ強化のため、庁内ランと外部のインターネットの分離を実施しているが、セキュリ
ティ強化と効率性は反比例の関係にある。
セキュリティ水準の保持と事務効率化の均衡を保ちつつ、職員の負荷を軽減するような対策を
引き続き検討していくと共に、テレワークやWeb会議の利用環境整備を進める。

0

担当課の評価

セキュリティ強化のため、庁内ランと外部のインターネットの分離を実施しているが、結果、分離
前に比べてファイルの取扱い等で職員負荷が高まっているほか、数が限られた端末でしかWeb
会議やテレワークなどを実施できない状態となっている。

（成果の概要）

情報漏えい件数

R03年度
目標値

R01年度
実績値

事業実績(活動指標）・成果（成果指標）

0



事務事業評価シート（概要説明書）

【事業の概要】

【事業費】

【事業実績・成果】

【これまで実施した事務の見直し点】

【課題（問題点）】

【今後の方向性】
（左記評価の理由）

情報漏えい件数

R03年度
目標値

R01年度
実績値

事業実績(活動指標）・成果（成果指標）

0

改革・改善
策等の具体
的内容

課題（問題点）

B　改善し継続

従前のシステム利用は、各課の事務にシステムを合わせる事が多く、その結果、カスタマイズ
が頻出し、システムの安定性を損なうこともあったが、現行システムでは、可能な限りシステム
に各課の事務を添わせ、安定的なシステム運用を行っている。
国が目標時期を令和7年度として進めている自治体情報システムの標準化の動きを踏まえ、今
後も新規のカスタマイズを抑制しつつ、庁内各課と調整を図り、既存のカスタマイズの整理を
行っていく。

1

担当課の評価

利用課からは操作性を重要視したカスタマイズの要望があるが、システムの安定性保持のた
めに、利用課要望のカスタマイズは必要最小限に抑制している。

（成果の概要）

外部媒体の制御や操作履歴の管理を行うことでセキュリティ強化している。
システムの保守性とコストの観点から、利用課要望のカスタマイズは必要最小限に抑制してい
る。

情報セキュリティを確保したうえで、システムの安定稼働が図れた。

第4次総合計画
の位置づけ

件

58,458

施策の展開方向政策名 基本施策名

市民サービスの向上、行政の効率化のために、電子自治体を志向していくも
の。情報セキュリティ対策も必須である。また、自治体情報システムの標準化
等、国の動向も注視していく必要がある。

0

H30
(決算額）

件

0

0

計画外停止件数

直近の改善点

(指標を設定できない理由）

① 市民サービスの向上
⑦健全な行財政と都市経営
に基づく市民サービス

④市民サービス

NO

　　　事業費総額（千円）　 63,534 61,958

R03
(予算額）

65,784

R01
（決算額）

R02
(決算額）

57,408

61,56245,88954,732うち市負担分（千円）

　（事業の目的・趣旨）

電算処理事業 政策推進課担当課名事業名

項目／年度

行政事務の電算化による効率化及び迅速化を目的とする。

住民記録、税、国民年金、国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療などの住民情報システム全般の維持管
理及び法改正、制度改正時に係るシステム改修、プログラム修正など。

　（事業概要等）

備考

1

単位

0

R02年度
実績値

0

H30年度
実績値


